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会計・監査／税務 Topic④
会計・監査

I. 日本基準

1. 法令等の改正

【最終基準】
該当なし

【公開草案】
該当なし

2.  会計基準等の公表（企業会計基準委員会（ASBJ））

【最終基準】
該当なし

【公開草案】
該当なし

3. 監査関連

【最終基準】
金融庁、監査報告書における意見の根拠の記載及び監査人
の守秘義務の明確化のための「 監査基準の改訂に関する意見
書」等を公表
金融庁は2019年9月6日、企業会計審議会が取りまとめた「監査

基準の改訂に関する意見書」、「中間監査基準の改訂に関する意見

書」及び「四半期レビュー基準の改訂に関する意見書」（以下「本意

見書等」という）を公表した。本意見書等の主な内容は次のとおり

である。

⃝  監査の信頼性を確保するための取組みの1つとして、財務諸表

利用者に対する監査に関する説明・情報提供を充実させる必要

性が指摘されていることを受け、監査報告書における意見の根

拠の記載や監査人の守秘義務に関して明確化されている。

⃝  昨年7月の監査基準の改訂において実施された報告基準にか

かわる改訂事項について、中間監査基準及び四半期レビュー

基準についても同様の観点から改訂が実施されている。

本意見書等では、監査基準については2020年3月期決算に係る

財務諸表の監査から、中間監査基準については2020年9月30日以

後終了する中間会計期間に係る中間財務諸表の中間監査から、四

半期レビュー基準は2020年4月1日以後開始する事業年度に係る

四半期財務諸表の監査証明から、それぞれ適用することとされて

いる。

【あずさ監査法人の関連資料】　

ポイント解説速報（2019年9月10日発行）

【公開草案】
金融庁、内部統制報告書の記載区分等の改訂のための財務報
告に係る内部統制の評価及び監査の基準等の改訂案を公表
金融庁は2019年9月6日、企業会計審議会監査部会が取りまとめ

た「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報

告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の改訂」に関

する公開草案（以下「本公開草案」という）を公表した。本公開草案

の主な内容は次のとおりである。

⃝  2018年7月に実施された監査基準の改訂において、財務諸表

監査における監査報告書の記載区分等が改訂されたことに伴

い、内部統制監査報告書についてもこれに対応する記載区分

等の改訂を実施することが提案されている。

⃝  平成 2 6年会社法改正で監査等委員会設置会社が新たに導

入されたことについて対応を図るため、「監査役又は監査委員

会」の文言を「監査役等」（監査役、監査役会、監査等委員会又

は監査委員会）に更新することが提案されている。

会計・監査情報 （2019. 8 – 9）

有限責任 あずさ監査法人

本稿は、あずさ監査法人のウェブサイト上に掲載している会計・監査ダイジェスト
のうち、2019年8月分と2019年9月分の記事を再掲載したものです。会計・監査ダイ
ジェストは、日本基準、国際基準、修正国際基準及び米国基準の会計及び監査の主な
動向を簡潔に紹介するニュースレターです。

 

https://www.fsa.go.jp/news/r1/sonota/20190904-2.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/09/jgaap-news-flash-2019-09-09-2.html
https://www.fsa.go.jp/news/r1/sonota/20190904-1.html
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会計・監査

本公開草案では、2020年3月31日以後終了する事業年度におけ

る財務報告に係る内部統制の評価及び監査から適用することが提

案されている。

コメントの募集は2019年10月7日に締め切られている。

【あずさ監査法人の関連資料】　

ポイント解説速報（2019年9月10日発行）

日本基準についての詳細な情報、過去情報は

あずさ監査法人のウェブサイト（日本基準）へ

II. 国際基準

1. 我が国の任意適用制度に関する諸法令等（金融庁）

【最終基準】
該当なし

【公開草案】
該当なし

2.  会計基準等の公表（国際会計基準審議会（IASB）、IFRS

解釈指針委員会）

【最終基準等】
IASB、「金利指標改革（IFRS第9号、IAS第39号及びIFRS第7

号の改訂）」を公表
IASBは2019年9月26日、「金利指標改革（IFRS第9号、IAS第39号

及びIFRS第7号の改訂）」（以下「本改訂」という）を公表した。本改訂

は、金利指標改革に伴う金利指標の変更にかかわらずヘッジ会計

を安定的に適用するための救済措置を設けている。

LIBORの不正操作問題等を契機とした金利指標改革により、

既存の金利指標の長期的な存続可能性に関する不確実性が増大

し、財務報告に与える影響が懸念されるようになったことを受け、

IASBは2つのフェーズに分けてこの問題に取り組んだ。本改訂は、

既存の金利指標を代替的な金利指標に置き換える前の期間に生じ

る財務報告への影響（ヘッジ会計への影響）に対処するものであ

り、既存の金利指標を代替的な金利指標に置き換える時に生じる

財務報告への影響（ヘッジ会計を含む広範な影響）への対処につい

ては、審議が継続している。

なお、IFRS第9号の適用後もヘッジ会計についてはIAS第39号を

継続適用することが認められているため、本改訂はIFRS第9号と

IAS第39号の両方を対象としている。

本改訂の主な内容は以下のとおりである。

⃝  予定取引をヘッジ対象とする場合の予定取引に係るキャッ

シュ・フローの発生可能性の評価を行う際に、今般の金利指標

改革による金利指標の変更はないとみなす。

⃝  ヘッジ対象とヘッジ手段の将来に向かっての相殺関係の評価

を行う際に、今般の金利指標改革による金利指標の変更はな

いとみなす。

  また、IAS第39号におけるヘッジの有効性の評価ではヘッジの

実際の結果が8 0％から125％の範囲内にあることが求められ

ているが、これを満たさない場合でもヘッジ会計の中止は要求

されない。

⃝  リスク要素が独立して識別可能でなければならないという要

求事項はヘッジ関係の開始時にのみ要求し、ヘッジ対象期間を

通じた評価を不要とする。

  いわゆる「マクロヘッジ」では、この要求事項は当初指定時点に

のみ要求され、ヘッジ関係の再設定時には要求されない。

⃝  金利指標改革がもたらす不確実性の懸念が解消した時点で本

改訂の要求事項の適用を終了する。また、本改訂による措置を

適用したヘッジ関係について、一定の開示が要求される。

本改訂は、2020年1月1日以降開始する事業年度から遡及的に適

用される。また、早期適用が認められる。

【あずさ監査法人の関連資料】　

ポイント解説速報（2019年10月3日発行）

【公開草案】
IASB、公開草案（ED／2019／6）「会計方針の開示（IAS第1号 

及びIFRS実務記述書第2号の改訂案）」を公表（2019年8月1日）
財務諸表利用者を含む利害関係者からIASBに対して、「会計方針

の開示が有用ではない主な原因は、会計方針に重要性の概念を適

用することが難しいためである。会計方針に重要性があるかどうか

を判断するためのガイダンスをIASBが作れば有用であろう。」との

意見が寄せられていた。

本公開草案は下記を目的として、IAS第1号「財務諸表の表示」及

びIFRS実務記述書第2号「重要性の判断の行使」の改訂を提案して

いる。なお、IFRS実務記述書第2号は強制力のないガイダンスで 

ある。

⃝  財務諸表の主要な利用者にとって重要性のある情報を提供す

るすべての会計方針を企業が特定し、開示するために役立つ。

⃝  企業が重要性のない会計方針を特定し、それらを財務諸表か

https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/09/jgaap-news-flash-2019-09-09.html
http://www.kpmg.com/jp/ja/topics/j-gaap/Pages/default.aspx
https://www.ifrs.org/news-and-events/2019/09/iasb-amends-ifrs-standards-in-response-to-the-ibor-reform/
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/05/ifrs-news-flash-2019-05-07.html
https://www.ifrs.org/news-and-events/2019/08/iasb-proposes-amendments-to-ifrs-standards-to-improve-accounting-policy-disclosures/


会
計
・
監
査
／
税
務

会計・監査／税務 Topic④

© 2019 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the 
KPMG network of independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved. 3KPMG Insight  Vol. 39    Nov. 2019

会計・監査

ら取り除くために役立つ。

改訂提案の内容は以下のとおりである。

1.  IAS第1号第117項で使用されている表現「重要な（significant）」

を「重要性がある（material）」に置き換え、会計方針における「重

要性がある（material）」の概念を記述する。

2. 新設するIAS第1号第117A項において、

 ①  「重要性のない取引その他の事象又は状況に関連する会計

方針は、それ自体に重要性がないため開示する必要はな 

い」旨

 ②  「重要性のある取引その他の事象又は状況に関連する会計

方針の全てに重要性があるとは限らない」旨を明確化する。

3.  新設するIAS第1号第117B項において、会計方針が財務諸表に

とって重要性があると考えられる可能性が高い場合を例示して

いる。

4.  新設するIAS第1号第117C項において、「企業がIFRS基準の規

定を自社の状況にどのように適用したかに焦点を当てた会計

方針に関する情報は、財務諸表の利用者に有用な企業特有の

情報を提供する」旨を明確化する。

5.  新設するIAS第1号第117D項において、「企業が会計方針に重

要性がないと結論付けた場合であっても、IFRS基準で要求さ

れるその他の情報に重要性があるのであれば、企業はそれら

の情報を開示しなければならない。」旨を明確化する。

6.  会計方針の開示について意思決定する際に重要性の概念がど

のように適用されうるかを説明するため、IFRS実務記述書第2

号に次の2つの設例を追加する。

  設例S－  定型的な会計方針の開示を避け、重要性に関する判

断を行い、企業に特有の情報に焦点を当てた

 設例T－  IFRS基準の規定を書き写していただけの会計方針に

重要性の判断を適用した

7.  本改訂は将来に向かって適用しなければならない。早期適用

する企業は、その旨を開示しなければならない。

コメントの締切りは2019年11月29日である。

【あずさ監査法人の関連資料】　

ポイント解説速報（2019年8月7日発行）

3. 監査関連
該当なし

IFRSについての詳細な情報、過去情報は

あずさ監査法人のウェブサイト（IFRS）へ

III.  修正国際基準
新たな基準・公開草案等の公表として、今月、特にお知らせする

事項はありません。

修正国際基準についての詳細な情報、過去情報は

あずさ監査法人のウェブサイト（修正国際基準）へ

IV.  米国基準

1.  会計基準等の公表（米国財務会計基準審議会（FASB））

【最終基準（会計基準更新書（Accounting Standards 

Update; ASU））】
該当なし

【公開草案（会計基準更新書案（ASU案））】
（1）  ASU案「 金融商品ー信用損失（ トピック 326 ）、デリバ

ティブ及びヘッジ（トピック815）並びにリース（トピッ
ク842）：適用日」の公表（2019年8月15日　FASB）

米国基準では近年主要なASUの公表が相次いでおり、中小規模

の企業を中心にリソース不足その他の課題が顕在化している。これ

に対応するため、本ASU案は、以下のASUについて、一部の企業の

適用日を見直すことを提案するものである。

⃝  ASU第2016ー13号「金融商品ー信用損失（トピック326）：金

融商品に係る信用損失の測定」

	 ➣  SEC登録企業については現行2019年12月16日以降開始す

る事業年度及びその期中期間からの適用が要求されている

が、その対象から小規模登録企業を除外する。

	 ➣  SEC登録企業（小規模登録企業を除く）以外の企業について

は適用時期を2020年12月16日以降開始する事業年度及び

その期中期間に繰り延べる

⃝  ASU第2017ー12号「デリバティブ及びヘッジ（トピック815）：

ヘッジ活動に関する会計処理の限定的改善」

⃝  ASU第2016ー02号「リース（トピック842）」

	 ➣  非公開企業（営利企業及び非営利企業）についての適用時期

を2020年12月16日以降開始する事業年度末（期中期間につ

いては2021年12月16日以降開始する事業年度から）に繰り

延べる。

	 ➣  公開企業はすでに2018年12月16日以降開始する事業年度

で適用しており、適用日の変更はない。

上記は、企業を2つのグループに分け、小規模登録企業を除く

https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/08/ifrs-news-flash-2019-08-02.html
http://www.kpmg.com/jp/ja/topics/ifrs/pages/default.aspx
https://home.kpmg.com/jp/ja/home/insights/2016/05/accounting-standards/jmis.html
https://www.fasb.org/jsp/FASB/Document_C/DocumentPage?cid=1176173176157&acceptedDisclaimer=true
https://www.fasb.org/jsp/FASB/Document_C/DocumentPage?cid=1176168232528&acceptedDisclaimer=true
https://www.fasb.org/jsp/FASB/Document_C/DocumentPage?cid=1176168232528&acceptedDisclaimer=true
https://www.fasb.org/jsp/FASB/Document_C/DocumentPage?cid=1176169282347&acceptedDisclaimer=true
https://www.fasb.org/jsp/FASB/Document_C/DocumentPage?cid=1176169282347&acceptedDisclaimer=true
https://www.fasb.org/jsp/FASB/Document_C/DocumentPage?cid=1176167901010&acceptedDisclaimer=true


会
計
・
監
査
／
税
務

会計・監査／税務 Topic④

© 2019 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the 
KPMG network of independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved. 4 KPMG Insight  Vol. 39   Nov. 2019

会計・監査

SEC登録企業の新ASUの適用時期とそれ以外の企業との間に原則

として2年以上の間隔を設けるとの基本的な考え方を提唱するもの

である。ただし、早期適用はすべての企業について認めることが提

案されている。

この公開草案の内容で確定した場合、日本基準適用企業におい

ても、米国等に重要な在外子会社がある場合には、実務対応報告

第18号「連結財務諸表作成における在外子会社等の会計処理に関

する当面の取扱い」を通じての影響が想定される。

コメントの募集は2019年9月16日に締め切られている。

【あずさ監査法人の関連資料】　

Defining issues（英語）

（2）  ASU案「金融サービス―保険（トピック944）：適用日」の
公表（2019年8月21日　FASB）

本ASU案は、ASU第2018ー12号「金融サービス―保険（トピック

944）：長期保険契約の改訂」の適用開始日を延期することを提案し

ている。提案に当たっては、上記（1）で提案されている基本的な考

え方が適用されている。ASU第2018ー12号の早期適用は引き続き

認めることが提案されている。

変更前のASU第2018-12号の 
適用時期

本ASU案で提案されている 
ASU第2018-12号の適用時期

公開の 
営利企業

2020年12月16日
以降開始する事
業年度及びその
期中期間

SEC登録 
企業（小規
模登録企業
を除く）

2021年12月16日
以降開始する事
業年度及びその
期中期間

それ以外の 
企業

2021年12月16日
以降開始する事
業年度末
（期中期間につい
ては2022年12月
16日以降開始す
る事業年度から）

それ以外の 
企業

2023年12月16日
以降開始する事
業年度末
（期中期間につい
ては2024年12月
16日以降開始す
る事業年度から）

コメントの募集は2019年9月20日に締め切られている。

【あずさ監査法人の関連資料】　

Defining issues（英語）

（3）  ASU案「 参照金利改革についての軽減措置 」の公表
（2019年9月5日　FASB）

LIBOR等に代表されるInterbank Offered Rates（IBORs）を参照

する契約及び他のアレンジメント（以下「契約等」という）がマー

ケットには大量に存在しており、これらの契約等は現在進行中の

参照金利改革を受けて金利の参照先がIBORから代替リスクフリー

レートに変更されることが予定されている。

会計上は、そのような契約変更が、既存の契約の消滅と新契約

の認識とみなされるのか、もしくは既存の契約の継続とみなされる

のかの判断が必要となる。しかしながら、市場参加者からは、対象

となる契約等が大量に存在し、また当該契約変更は限られた期間

内に行われることから、それらの契約変更の会計上の扱いを現行

の会計基準に基づき検討することは負担が大きく、また、参照金利

改革はマーケット全体に影響するものでありこれに基づく契約変

更は企業の本来の意図に基づき行われるものではないとの指摘が

なされていた。また、参照金利の置換えは、ヘッジ会計についても、

意図せざる形でヘッジ会計の中止を余儀なくされる可能性があり、

これは企業自身が依然としてヘッジが有効と認識してヘッジ戦略

を継続しているときに財務諸表にその実態が反映されなくなるこ

とから、市場参加者から懸念が表明されていた。

本ASU案は、参照金利改革もしくはその影響を会計処理する際

の潜在的な負荷を軽減するためのガイダンスを提供し、期間限定

で、そのガイダンスの選択を容認するものである。本ASU案は、参

照金利改革によって影響の受ける契約を有するすべての企業に軽

減措置を提供する。その主な提案内容は以下の通りである。

⃝  参照金利改革の結果として生じる契約変更については、（既存

契約の消滅と新契約の認識ではなく）既存契約の継続として扱

い、変更の影響は将来にわたって取り込むなどの便法を提供

することが提案されている。便法の詳細は対象の契約・取引が

どの会計基準（トピック／サブトピック）の適用を受けるかによ

り異なるが、便法を選択した場合は同一会計基準のもとでの

契約・取引には一律に適用しなければならない。

⃝  参照金利改革の結果として生じる契約変更及びそれを受けて

派生的に生じるヘッジ会計上の各種取扱いの変更等について

は、ヘッジ指定の中止をもたらすものとしては扱わないことを

容認し、かつ、公正価値ヘッジ、キャッシュ・フロー・ヘッジの別

に、参照金利改革による影響を軽減するための措置を追加的

に提案する。

本ASU案は最終化され次第すべての企業を対象に即時適用開始

とすることが提案されている。本ASU案の適用開始後2022年12月

31日までの間に生じた契約変更、及び、本ASU案の適用開始時点

で存在するかその後2022年12月31日までの間に開始したヘッジ関

係を対象として、本ASU案は将来に向かって適用される。提案され

る実務的な便法及び例外処理は、2022年12月31日より後に行われ

る条件変更及び当該日より後に開始又は評価されるヘッジ関係に

は適用されない。

コメントの募集は2019年10月7日に締め切られている。

https://frv.kpmg.us/content/dam/frv/en/pdfs/2019/defining-issues-19-17-fasb-effective-dates.pdf
https://www.fasb.org/jsp/FASB/Document_C/DocumentPage?cid=1176173219979&acceptedDisclaimer=true
https://www.fasb.org/jsp/FASB/Document_C/DocumentPage?cid=1176171066930&acceptedDisclaimer=true
https://www.fasb.org/jsp/FASB/Document_C/DocumentPage?cid=1176171066930&acceptedDisclaimer=true
https://frv.kpmg.us/content/dam/frv/en/pdfs/2019/defining-issues-19-17-fasb-effective-dates.pdf
https://www.fasb.org/jsp/FASB/Document_C/DocumentPage?cid=1176173289025&acceptedDisclaimer=true
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会計・監査

【あずさ監査法人の関連資料】 

Defining issues（英語） 

（4）  ASU案「 貸借対照表上における負債の分類の簡素化（ 流
動・非流動の分類）－2017年1月10日公表公開草案の改
訂」の公表（2019年9月12日　FASB）

本ASU案は、現行の会計基準の複雑性を低減しようとするFASB

のプロジェクトの一環として、貸借対照表における負債の流動・非

流動の分類についての現行のガイダンスを変更することを提案す

るものである。本ASU案は、2017年に公表された公開草案の改訂

版であり、未使用の長期のファイナンス契約を考慮しないことと

したこと、コベナンツ抵触時の猶予期間が契約上設けられている場

合にはその影響を考慮することにしたこと、の2点は新たな提案と

なっているが、それ以外の多くの点では前回の提案を引き継いで

いる。トピック 470（負債）は、流動・非流動を分類するためのいく

つかのガイダンスを含むが、当該ガイダンスは複雑であるというコ

メントが寄せられていた。提案される変更は、多くの企業の負債の

流動・非流動分類を変更させるものと考えられる。なお、本ASU案

は、貸借対照表において流動・非流動の分類を行っているすべての

企業の負債の契約に対して適用される。

本ASU案では、負債の流動・非流動分類は貸借対照表日時点で

決定されるべきであるとの原則を導入することが提案されている。

提案された原則によれば負債は以下の場合において非流動に分類

される。

⃝  負債が、契約上、貸借対照表日から1年（もしくは、営業循環が

1年より長い場合には、営業循環の基準）より後に決済される；

または

⃝  負債の決済を貸借対照表日から少なくとも1年（もしくは、営業

循環が1年より長い場合には、営業循環の基準）より後に繰り

延べることができる契約上の権利を、企業が保有している。

なお、本ASU案は、上記提案原則に対しての例外として、負債の

コベナンツに抵触したものの、権利者がそれを貸借対照表日後財

務諸表が発行される前までの間に放棄した場合においては、当該

負債の非流動分類を継続するという現行のガイダンスを特定の条

件が満たされる場合において維持することを提案している。なお貸

借対照表上では他の非流動負債とは別掲が要求されている。また、

本ASU案は、コベナンツ抵触や貸手に付与される早期返還権等に

ついての包括的な開示を要求している。

本ASU案の適用日については具体的な提案はなく、関係者から

のフィードバックを受けて決めるとしている。適用日以降最初に到

来する期中並びに年度の財務諸表から、当該期において、もしくは

その後の期において存在する負債につき将来に向かって適用する

ことが提案されている。早期適用は認めることが提案されている。

コメントの募集は2019年10月28日に締め切られている。

【あずさ監査法人の関連資料】 

Defining issues（英語） 

2. 監査関連

PCAOB、監査基準の改訂に関するスタッフ・ガイダンスを
公表
米国公開会社会計監視委員会（PCAOB）は2019年8月22日、最近

公表された監査基準の改訂に関連して、以下のスタッフ・ガイダン

ス（以下「本ガイダンス」という）を公表した。

⃝  「会計上の見積りの監査」

⃝  「金融商品の公正価値の監査」

⃝  「監査人の専門家の業務の監視又は利用」

⃝  「会社の専門家の業務の利用」

本ガイダンスは、2018年12月20日にPCAOBより公表され

たAS2501「会計上の見積り（公正価値測定を含む。）の監査」、

AS1105「監査証拠」、AS1210「監査人が契約（engage）した専門家

の業務の利用」や関連する基準に対する改訂のうち、重要な点をハ

イライトするものである。

なお、これらの監査基準は、2020年12月15日以降に終了する事

業年度に係る財務諸表監査から適用される。

米国基準についての詳細な情報、過去情報は

あずさ監査法人のウェブサイト（米国基準）へ

本稿に関するご質問等は、以下の担当者までお願いいたします。
　　　
有限責任 あずさ監査法人　
TEL：03-3548-5112（代表電話）
azsa-accounting@jp.kpmg.com 
担当：高田　朗、行安　里衣

https://frv.kpmg.us/reference-library/2019/fasb-proposes-relief-related-to-reference-rate-reform.html
https://www.fasb.org/jsp/FASB/Document_C/DocumentPage?cid=1176173415838&acceptedDisclaimer=true
https://frv.kpmg.us/reference-library/2019/fasb-issues-revised-proposed-asu-balance-sheet-classification-of-debt.html
https://pcaobus.org/News/Releases/Pages/staff-guidance-new-requirements-auditing-estimates-auditors-use-work-specialists.aspx
https://home.kpmg.com/jp/ja/home/insights/2016/05/accounting-standards/us-gaap.html
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